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はじめに 
 
 地震調査研究事業の一環として、1991～1995 年にかけて行われた「地域特性を考慮した地震
被害想定に関する研究」では、地震被害の有無や程度に影響を与える要素として、居住地の地域

特性が大きく関与することが解明された。しかし、これら一連の研究がほとんど終わった 1995
年に 6,000余名の犠牲者を出す『阪神・淡路大震災』が発生した。 
 周知のとおりこの大震災がわが国の防災関連研究や政策に与えた影響は大きく、まさに状況は

一変したといえよう。殊に GIS（地理的情報システム）の分野はこれを機に格段の発展を遂げた。
地域毎の地震危険度の差については従来から指摘されていたことであるが、GIS データやその技
術を用いることにより、これまで以上にミクロかつ精度の高い分析が可能となってきた。一方、

地盤の上に乗っている建物自体の特性に関しては、その耐震性について客観的に構造や建築年な

どから論じられてきてはいるものの、実際にそこに住む住民の地震リスクに対する認識度と、そ

の住民たちが所有する建物の耐震性との関係については明らかになっていないのが実状である。 
 現在、地震保険においては料率区分として地域４区分、建物構造２区分の計８区分を基本体系

にしており、住宅の性能表示制度と建築年による割引制度が導入されているが、同じカテゴリー

に位置付けられる建物でも、仔細に検討すれば耐震性能には相当な差異が存するものと思われる。 
 そこで、このような実態を明らかにし、今後、地震リスクの細分化を図っていく上での基礎的

分析作業を目的として、冒頭で紹介した研究の成果を発展させた研究を実施した。この報告書は

それを取りまとめたものである。 
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